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広報津発行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 令和６年１１月２０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４２号 

   広報津発行規則の一部を改正する規則 

広報津発行規則（平成１８年津市規則第４８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第１項中「及び１６日」を削る。 

 第３条第２号を削り、同条第３号中「前２号」を「前号」に改め、同号を同

条第２号とする。 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 



  

 

 津市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

  令和６年１１月２９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４３号 
   津市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

津市印鑑の登録及び証明に関する条例施行規則（平成１８年津市規則第４５

号）の一部を次のように改正する。 

第２号様式中「被保険者証」を「資格確認書、被保険者証」に改める。                                                    

附 則 

 この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 



 津市事務分掌規則及び津市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  令和６年１１月２９日 
 

津市長 前 葉 泰 幸   
 
津市規則第４４号 
   津市事務分掌規則及び津市公印規則の一部を改正する規則 
 （津市事務分掌規則の一部改正） 
第１条 津市事務分掌規則（平成１８年津市規則第６号）の一部を次のように

改正する。 
別表第１健康福祉部の表保険医療助成課の部保険担当の項第２号中「国民

健康保険被保険者証」を「国民健康保険資格確認書」に改め、同部後期高齢

者医療担当の項第４号中「後期高齢者医療被保険者証等」を「後期高齢者医

療資格確認書等」に改める。 
 （津市公印規則の一部改正） 
第２条 津市公印規則（平成１８年津市規則第１０号）の一部を次のように改

正する。 
  別表市印の部中「国民健康保険被保険者証」を「国民健康保険資格確認書」

に改める。 
附 則 

 この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 



津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

令和６年１１月２９日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４５号 

   津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を

改正する規則 

 津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年

津市規則第１１４号）の一部を次のように改正する。 

 第７条中「受けようとする者」の次に「（以下「受診者」という。）」を加

え、同条ただし書中「ただし、」の次に「受診者が」を加え、「が被保険者証

を受付に提示した」を「であることが確認できた」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 



津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和６年１１月２９日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４６号 

   津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 津市国民健康保険条例施行規則（平成１８年津市規則第１１３号）の一部を

次のように改正する。 

 第１１条第１号中「第２条、第３条」を「第２条から第４条まで」に改め、

同条第５号中「国民健康保険被保険者証再交付申請書（第５号様式）」を「国

民健康保険資格確認書再交付申請書（第５号様式の２）」に改め、同号を同条

第６号とし、同条第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 法施行規則第６条第１項に規定する申請書は、国民健康保険資格確認書

交付申請書（第５号様式）によるものとする。 

 第１１条に次の１号を加える。 

⑺ 法施行規則第７条の３の２第１項に規定する申請書は、国民健康保険資

格情報通知書再交付申請書（第５号様式の３）によるものとする。 

 第１４条中「被保険者証」を「資格確認書」に改める。 

 第１５条中「第６条第９号又は第１１号」を「第６条第８号、第９号又は第

１１号」に、「被保険者証（組合員証を含む。）」を「資格確認書」に改める。 

 第１６条の見出し並びに同条第１項及び第２項中「被保険者証」を「資格確

認書」に改め、同条第３項を削る。 

第１７条（見出しを含む。）及び第１８条（見出しを含む。）中「被保険者

証」を「資格確認書」に改める。 

 第２４条中「の領収書」を「に領収書」に改める。 

第１号様式を次のように改める。



第１号様式（第１１条関係） 
 

太枠のみ記入してください。
1. 本人 住所 氏名 連絡先（電話番号）
2. 世帯主(員）
3. 代理人

都 道 アパート名等 世帯主名 個人番号

府 県 番地

番 号

都 道 アパート名等 世帯主名 個人番号

府 県 番地

番 号

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

5

フリガナ
 　□有　

　

 　□無　

　

 　□不明

マイナC

通知C

住民票生年月日

氏　　名 男　・　女
4

フリガナ
 　□有　

　

 　□無　

　

 　□不明

マイナC

通知C

住民票

3

普主

擬主

被保

☐資格確認書
備考

氏　　名 男　・　女

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収・修正　）

☐資格情報のお知らせ

生年月日
・　・

フリガナ
 　□有　

　

 　□無　

　

 　□不明

マイナC

通知C

住民票

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収・修正　）

☐資格情報のお知らせ

生年月日
・　・

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収　）個人番号

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収　）個人番号

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収　）個人番号

・　・

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収　）
　・　　　　　・　

　生開　 後期加入　 （　　　）

普主

擬主

被保

☐資格確認書

喪

失

記号番号

氏　　名 男　・　女

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収・修正　）

個人番号

普主

擬主

被保

☐資格確認書

普主

擬主

被保

☐資格確認書

氏　　名 男　・　女

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収・修正　）

☐資格情報のお知らせ

2

フリガナ
 　□有　

　

 　□無　

　

 　□不明

マイナC

通知C

住民票

　転入　 世帯合併　 その他

　社離　 記番変更　 擬主取得

☐資格情報のお知らせ 　出生　 国組離脱　 特定者

生年月日
・　・

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収　）
　・　　　　　・　

　生廃　 後期離脱　 （　　　）

1

　転出　 世帯合併　 その他

　社入　 記番変更　 擬主喪失

☐資格情報のお知らせ 　死亡　 国組加入　 特定者

生年月日
・　・

☐資格確認書

取

得

記号番号

氏　　名 男　・　女

（　交付・未交付・郵送・差替　）

（　回収・未回収・修正　）

個人番号

資格処理 異動事由
資格異動日

フリガナ
 　□有　

　

 　□無　

　

 　□不明

マイナC

通知C

住民票

普主

擬主

被保

異動対象者 続柄
マイナ保険

証

利用登録

番号

確認

資格区分
交付処理

旧住所

届出日　　　　・　　・ 異動日　　　　・　　・

現住所

国　民　健　康　保　険　異　動　届　

届
出
人

（宛先）津　市　長



 第２号様式中「被保険者証を添えて」を削り、「被保険者証記号番号」を

「記号番号」に改める。 

 第３号様式中「被保険者証記号番号」を「記号番号」に改める。 

 第４号様式中「、被保険者証を添えて」を削り、「被保険者証記号番号」を

「記号番号」に改める。 

 第５号様式中「国民健康保険被保険者証再交付申請書」を「国民健康保険資

格確認書再交付申請書」に、「被保険者証を」を「資格確認書を」に、「被保

険者証記号番号」を「記号番号」に、「被保険者証紛失の」を「資格確認書を

紛失した」に改め、同様式を第５号様式の２とし、第４号様式の次に次の 1 様

式を加える。 

  



申請理由欄の
補足説明

備　　　考

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日 個人番号

3

フリガナ

個人番号

申請理由

　1　マイナンバーカードの紛失
　2　マイナンバーカード返納（予定）
　3　要介助者
　4　その他（　　　　　　　　　　　　　）

氏　　　名

4

フリガナ

申請理由

　1　マイナンバーカードの紛失
　2　マイナンバーカード返納（予定）
　3　要介助者
　4　その他（　　　　　　　　　　　　　）

氏　　　名

生年月日

生年月日 　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

生年月日 　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日 個人番号

フリガナ

申請理由

　1　マイナンバーカードの紛失
　2　マイナンバーカード返納（予定）
　3　要介助者
　4　その他（　　　　　　　　　　　　　）

氏　　　名

2

フリガナ

申請理由

　1　マイナンバーカードの紛失
　2　マイナンバーカード返納（予定）
　3　要介助者
　4　その他（　　　　　　　　　　　　　）

氏　　　名

生年月日 　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日 個人番号

世
帯
主

氏　　　名 個人番号

※　ここから下の枠内は、交付を希望する人について記入してください。

記号番号

住　　　所 　☐同上

1

第５号様式（第１１条関係）

国民健康保険資格確認書交付申請書

年　　　月　　　日

申
請
者

氏　　　名 電　　　話 　　-               -

住　　　所

続　　　柄 　☐世帯主本人　　☐世帯員（　　　　　　　　　　）　　☐その他（　　　　　　　　　　）

次のとおり資格確認書の交付を申請します。

　（宛先）津市長



 第５号様式の２の次に次の 1 様式を加える。 

  



第５号様式の３（第１１条関係） 

国民健康保険資格情報通知書再交付申請書 

年  月  日   

  （宛先）津市長 

（〒     ）     

住 所            

氏 名            

個人番号           

電 話            

届出人 氏 名            

 

私は、資格情報通知書を   しましたので、次のとおり再交付を申請します。 

 

 １ 記号番号 

 
２ 被保険者の氏名、生年月日及び個人番号 

氏 名 生 年 月 日 個人番号 

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

 年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

 ３ 再交付の理由 

 

 

 

 

 

 

紛失 

破損 

世帯主



 第６号様式中「被保険者証記号番号」を「記号番号」に、 

徴収猶予金額の納付方法  

 

徴収猶予金額の納付方法  

 ※ 世帯主の氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 

改める。 

第７号様式中            を            に、 

「被保険者証記号番号 

上記のとおり証明します。」 

 

 

 

改める。 

第１０号様式中「被保険者証記号番号」を「記号番号」に、 

 

 

 

 

第１１号様式中「被保険者証記号番号」を「記号番号」に、 

「 

 

 

 

 

「 

 

 

 

 

第１２号様式中 

 

 

 

」 

」

に改める。 

を 

」

を 

被保険者証記号番号 」 記 号 番 号 

第８号様式中「一部負担金について」を 一部負担金免  除について 

減  額 

徴収猶予 

「

」

に 

一般・退職本人・退職扶養 

７０歳以上一般・７０歳以上一定以上・３歳未満 

７０歳以上一般・７０歳以上一定以上・未就学児 に改める。 

資格区分 

 一般  ７０歳以上一般 

 退職本人  ７０歳以上一定以上 

 退職扶養  ３歳未満 

   その他 

資格区分 ７０歳以上一般・７０歳以上一定以上・未就学児 

 

を 

」

」 

被保険者証記号番号  

資格区分 一般・退職本人・退職扶養 
７０歳以上一般・７０歳以上一定以

上・３歳未満 

 

「 「 
」 

を   上記のとおり証明します。 
「 

」 
に改める。 

「 

「 

「 

「 

「 

」 

」 

に 

を 



 

 

 

改める。 

 第１３号様式の３及び第１４号様式中「被保険者証記号番号」を「記号番号」 

に改める。 

 第１５号様式中「被保険者証記号番号」を「記号番号」に、 

「※ 委任状の欄の世帯主の氏名を自署する場合は、押印を省略すること 

ができます。 

「※ 委任状の欄の世帯主の氏名を自署する場合は、押印を省略すること 

ができます。 

※ 死産・流産・人工妊娠中絶の場合は、出生児の氏名等の記載は不要 

です。 

改める。 

第１６号様式、第２３号様式、第２６号様式、第２７号様式、第３０号様式

及び第３３号様式その１中「被保険者証記号番号」を「記号番号」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 

記 号 番 号  

資 格 区 分 ７０歳以上一般・７０歳以上一定以上・未就学児 

 
」

に 

」 
を 

」 

に 

「 



津市応急診療所の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 令和６年１１月２９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４７号 

   津市応急診療所の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

津市応急診療所の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市規則

第１１７号）の一部を次のように改正する。 

別記様式備考を次のように改める。 

備考 診療については、係員の指示に従ってください。 

   附 則 

 この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 



津市訓令第１１号 

庁中一般 

出先機関 

 津市地域包括支援センター設置規程の一部を改正する訓令を次のように定め

る。 

  令和６年１１月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

   津市地域包括支援センター設置規程の一部を改正する訓令 

 津市地域包括支援センター設置規程（平成１８年津市訓令第４１号）の一部

を次のように改正する。 

 別表主任介護支援専門員の項を次のように改める。 

主任介護支援専門員 

 

 

 

 

 

１ 次の各号のいずれにも該当する介護支援専門員 

有資格者 

⑴ 実務経験を有する介護支援専門員又は現に介 

護支援専門員を指導している介護支援専門員 

 ⑵ ケアマネジメントリーダー研修受講者 

 ⑶ ケアマネジメントリーダー実務（相談、地域 

の介護支援専門員への支援等）に従事している 

者 

２ 育成計画を策定しているセンターに現に従事す 

 る主任介護支援専門員の助言のもと、将来的な主 

任介護支援専門員研修の受講を目指す介護支援専 

門員であって、介護支援専門員として従事した期 

間が通算５年以上であるもの 

   附 則 

 この訓令は、公布の日から施行する。 

 



津市訓令第１２号 

                            庁中一般 

                              出先機関 

 津市支所及び出張所処務規程及び津市事務専決規程の一部を改正する訓令を

次のように定める。 

  令和６年１１月２９日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市支所及び出張所処務規程及び津市事務専決規程の一部を改正する訓

令 

 （津市支所及び出張所処務規程の一部改正） 

第１条 津市支所及び出張所処務規程（平成１８年津市訓令第１号）の一部を

次のように改正する。 

  別表第１久居総合支所の表市民課の部介護・保険担当の項第１１号中「国

民健康保険被保険者証」を「国民健康保険資格確認書」に改め、「（被保険

者証の更新を除く。）」を削り、同項第２７号中「後期高齢者医療被保険者

証等」を「後期高齢者医療資格確認書等」に改める。 

  別表第１河芸総合支所、芸濃総合支所、美里総合支所、安濃総合支所、香

良洲総合支所、一志総合支所、白山総合支所及び美杉総合支所の表市民福祉

課の部福祉担当の項第３８号中「国民健康保険被保険者証」を「国民健康保

険資格確認書」に改め、「（被保険者証の更新を除く。）」を削り、同項第

５４号中「後期高齢者医療被保険者証等」を「後期高齢者医療資格確認書等」

に改める。 

  別表第５久居総合支所の表市民課の部第１９項中「国民健康保険被保険者 

証」を「国民健康保険資格確認書」に改め、「（被保険者証の更新を除く。）」 

を削り、同部第２８項中「後期高齢者医療被保険者証等」を「後期高齢者医

療資格確認書等」に改める。 

  別表第５河芸総合支所、芸濃総合支所、美里総合支所、安濃総合支所、香

良洲総合支所、一志総合支所、白山総合支所及び美杉総合支所の表市民福祉

課の部第４４項中「国民健康保険被保険者証」を「国民健康保険資格確認書」

に改め、「（被保険者証の更新を除く。）」を削り、同部第５３項中「後期

高齢者医療被保険者証等」を「後期高齢者医療資格確認書等」に改める。 



  別表第８第９号中「国民健康保険被保険者証」を「国民健康保険資格確認

書」に改める。 

 （津市事務専決規程の一部改正） 

第２条 津市事務専決規程（平成１８年津市訓令第４号）の一部を次のように

改正する。 

  別表第２個別専決事項の表健康福祉部の表保険医療助成課の部第９項及び

第１２項中「国民健康保険被保険者証」を「国民健康保険資格確認書」に改

め、同部第３１項中「後期高齢者医療被保険者証等」を「後期高齢者医療資

格確認書等」に改める。 

附 則 

この訓令は、令和６年１２月２日から施行する。 

 



津市告示第２７２号 

 令和６年第４回津市議会定例会を次のとおり招集する。 

  令和６年１１月１８日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 招集の日 

  令和６年１１月２５日 

２ 招集の場所 

  津市議会議事堂 

 



津市告示第２７３号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定に基づき、指

定居宅介護支援事業の廃止に係る届出がされたので、同法第８５条第２号の規

定により告示する。 

令和６年１１月１９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  合同会社ＴＡＯ 

２ 事業所の名称 

  居宅ライフケア たお 

３ 事業所の所在地 

  津市白山町川口２２１番地３ 

４ 廃止年月日 

令和６年１０月３１日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 



津市告示第２７４号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の規定に基づき、

指定地域密着型サービスの事業の廃止に係る届出がされたので、同法第７８条

の１１第２号の規定により告示する。 

令和６年１１月１９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  有限会社共生 

２ 事業所の名称 

  フラワーロード栄 

３ 事業所の所在地 

  津市栄町四丁目１８５番地 

４ 廃止年月日 

令和６年１１月３０日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 



津市告示第２７５号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項の規定に基づき、

指定地域密着型サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の１

１第１号の規定により告示する。 

令和６年１１月２６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  輪株式会社 

２ 事業所の名称 

  デイサービス五色の雲 

３ 事業所の所在地 

  津市榊原町６０６６番地１ 

４ 指定年月日 

令和６年１２月１日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 

 



 

 

津市公告第１７１号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和６年１１月１８日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

別紙のとおり 



円　 （ 税抜き ）

506111802

河芸・芸濃・美里

令和7年3月10日

安芸

土木一式

所在地要件

ま で

津北工事事務所

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

安濃

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

基層　１１４ｍ２

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度北道維第１ ９ 号

【 地区】

【 地区】

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年11月29日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

必着令和6年11月29日

無

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

・ 本件は週休２ 日モデル工事（ 受注者希望型） 試行案件です。

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

Ｄ

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｄ ・ Ｃ ・ Ｂ ・ Ａ ２ ・ Ａ １

【 地区】

安芸

発 注 業 種

前 金 払

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

表層　１１４ｍ２

路側防護柵工　３８ｍ

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

安濃町太田地内道路改修工事

プレキャスト擁壁工　３６ｍ

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 安濃町太田

令和6年11月21日

令和6年11月26日

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月4日 午前９時００分

6,586,000

　 週休２ 日モデル工事に係る 特記仕様書を 必ず確認し て く ださ い。

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　 （ 税抜き ）

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月4日 午前９時２０分

5,646,000

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

一志町大仰地内水路改修工事

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 一志町大仰

令和6年11月21日

令和6年11月26日

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

Ｄ

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｄ ・ Ｃ ・ Ｂ ・ Ａ ２ ・ Ａ １

【 地区】

久居

発 注 業 種

前 金 払

必着令和6年11月29日

無

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年11月29日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

506111803

久居・白山・美杉

令和7年2月28日

久居

土木一式

所在地要件

ま で

農業基盤整備課

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

一志

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

プレキャスト開渠工　４２．０ｍ

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度農基補第６ 号

【 地区】

【 地区】



円　 （ 税抜き ）

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月4日 午前９時４０分

5,246,000

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

側溝工　７９ｍ

集水桝・マンホール工　６箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

河芸町南黒田及び河芸町一色地内狭あ い道路整備工事

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 河芸町南黒田及び河芸町一色

令和6年11月21日

令和6年11月26日

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

Ｄ ・ Ｃ

Ｄ

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｄ ・ Ｃ ・ Ｂ ・ Ａ ２ ・ Ａ １

【 地区】安芸

安芸

発 注 業 種

前 金 払

必着令和6年11月29日

無

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年11月29日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

506111804

芸濃

美里・安濃

令和7年2月28日

安芸

土木一式

所在地要件

ま で

津北工事事務所

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

河芸

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

表層　１２４ｍ２

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度北狭道補第３ 号

【 地区】

【 地区】



円　 （ 税抜き ）

506111805

芸濃

美里・安濃

令和7年2月25日

安芸

土木一式

所在地要件

ま で

津北工事事務所

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

河芸

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

表層　３６ｍ２

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度北道維第１ ８ 号

【 地区】

【 地区】

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年11月29日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

必着令和6年11月29日

無

有

有

免 除

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

Ｄ ・ Ｃ

Ｄ

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｄ ・ Ｃ ・ Ｂ ・ Ａ ２ ・ Ａ １

【 地区】安芸

安芸

発 注 業 種

前 金 払

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

側溝工　４５ｍ

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

河芸町中瀬及び河芸町南黒田地内道路改修工事

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 河芸町中瀬及び河芸町南黒田

令和6年11月21日

令和6年11月26日

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月4日 午前１０時００分

3,527,000

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　 （ 税抜き ）

506111806

令和7年3月14日

土木一式

所在地要件

ま で

事業調整室

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

河芸・芸濃・美里・安濃

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

側溝工　３１ｍ

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度事調用地第１ 号

【 地区】

【 地区】

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年12月6日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

必着令和6年12月6日

無

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

・ 本件は週休２ 日モデル工事（ 受注者希望型） 試行案件です。

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｂ ・ Ａ ２ ・ Ａ １

【 地区】

安芸

発 注 業 種

前 金 払

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

管渠工　６１ｍ

集水桝・マンホール工　４箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

津市河芸町上野建設発生土処分場整備工事

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 河芸町上野

令和6年11月27日

令和6年12月2日

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月11日 午前９時００分

23,385,000

　 週休２ 日モデル工事に係る 特記仕様書を 必ず確認し て く ださ い。

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

２級土木施工管理技士（土木）又は同等以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　 （ 税抜き ）

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月11日 午前９時２０分

10,195,000

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

側溝工　９７ｍ

集水桝・マンホール工　２箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

消防訓練施設造成工事

柵工　９９ｍ

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 栗真中山町

令和6年11月27日

令和6年12月2日

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｃ

【 地区】

津・香良洲

発 注 業 種

前 金 払

必着令和6年12月6日

有

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

・ 本件は週休２ 日モデル工事（ 受注者希望型） 試行案件です。

　 週休２ 日モデル工事に係る 特記仕様書を 必ず確認し て く ださ い。

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年12月6日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

506111807

令和7年5月12日

土木一式

所在地要件

ま で

建設整備課

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

津・香良洲

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

張りコンクリート工　８５ｍ２

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度建整消総継第２ 号

【 地区】

【 地区】



円　 （ 税抜き ）

506111808

令和7年8月25日

と び・ 土工・ ｺﾝｸﾘ ﾄー

所在地要件

ま で

津南工事事務所

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

表層　４１０ｍ２

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度南道維補継第１ 号

【 地区】

【 地区】

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年12月6日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホームページ「 入札・ 契約」

ホームページにて回答

必着令和6年12月6日

有

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

・ 配置技術者について、 ３ ヶ 月以上の雇用関係が継続し ている こ と 。

・ 本件は週休２ 日モデル工事（ 受注者希望型） 試行案件です。

　 週休２ 日モデル工事に係る 特記仕様書を 必ず確認し てく ださ い。

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

特定

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

【 地区】

発 注 業 種

前 金 払

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

Ａ １

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 専任の監理技術者又は監理技術者補佐と 兼務可）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月18日

集水桝・マンホール工　４箇所

法面吹付工　１，０９４ｍ２

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

佐田三ヶ 野線法面対策工事

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 白山町三ヶ 野

令和6年11月27日

令和6年12月2日

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月11日 午前９時５０分

77,913,000

・ 同種工事実績要件における 官公庁等と は、 国の機関（ 独立行政法人、 公団、 事業団その他政令で定
める 法人を 含む。 ） 、 都道府県、 市町村等及びコ リ ンズ登録さ れた公益民間企業（ 交通（ 鉄道、 空
港） 、 資源エネルギー（ 電気、 ガス 、 石油） 、 通信会社等） と する 。

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

過去１０年間（平成２６年度以降）に施工が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
とび・土工・コンクリート工事等で発注された法枠工又は法面吹付工による工事（共同企業
体による工事の場合は、出資比率が２０％以上とする。）

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任で配置するときはこの限りではない。）



津市公告第１７２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２０日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和６年１１月１５日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 津市久居小野辺町字北小膳田９２５番３、９２５番４ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市垂水２９９０番３９ 

  有限会社カトレア 

  取締役 久世 喜裕 



津市公告第１７３号 

 三重県宅地開発事業の基準に関する条例（昭和４７年三重県条例第４１号）

第６条の規定により確認した宅地開発事業に関する工事が完了しましたので、

同条例第１２条第４項の規定により次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２０日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和６年１１月１５日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市庄田町字馬廻り３５９６番１ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市庄田町２２０２番地２１ 

  株式会社大興 

  代表取締役 太田 耕一 

 

 

 

 

 



津市公告第１７４号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２１日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和６年１１月１８日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 津市高茶屋六丁目３４０８番１ほか２筆 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  松阪市東町６０１番１ 

  株式会社フェイスジャパン 

代表取締役 鈴木 紋菜 

 



 

 

津市公告第１７５号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和６年１１月２５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

別紙のとおり 



円　 （ 税抜き ）

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月18日 午前９時００分

32,505,000

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

縁石工　９９ｍ

２級土木施工管理技士（土木）又は同等以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月25日

管渠工　１８ｍ

集水桝・マンホール工　１０箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

一身田町長岡線道路改良工事（ その２ ）

表層　９９１ｍ２

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 一身田町及び一身田大古曽

令和6年12月4日

令和6年12月9日

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｂ

【 地区】

津・香良洲

発 注 業 種

前 金 払

必着令和6年12月13日

無

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年12月13日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

506112501

令和7年3月25日

土木一式

所在地要件

ま で

建設整備課

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

プレキャスト擁壁工　８ｍ

格 付 要 件

津・香良洲

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

側溝工　２１２ｍ

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度建整道新補第７ 号

【 地区】

【 地区】



円　 （ 税抜き ）

最低制限価格

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（ 一般書留・ 簡易書留に限る ）

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

令和6年12月18日 午前９時２０分

11,572,000

・ 本公告に定める 事項以外については、 事後審査型条件付一般競争入札共通事項のと おり と する 。

主任( 監理) 技術者

地 域 ・
格 付 要 件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工 事 概 要

工 期

令和6年11月25日

基層　９０７ｍ２

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

河芸環状線道路改良（ 舗装） 工事

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

【 格付】

【 格付】

技術者要件

津市 河芸町赤部

令和6年12月4日

令和6年12月9日

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

本公告の日から ま で

その他要件

現場代理人

同 種 工 事
実 績 要 件

常駐配置（ 主任技術者と 兼務可）

入札方法等

設 計 図 書
の 閲 覧

Ｂ

特定・ 一般

部 分 払

郵 送 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

Ｂ ・ Ａ

【 地区】

安芸

発 注 業 種

前 金 払

必着令和6年12月13日

無

有

有

契約金額の１ ０ ０ 分の１ ０ 以上

提 出 期 限

津市役所（ 本庁舎） ７ 階　 入札室

〒514-8799　 日本郵便（ 株） 津中央郵便局 留　 津市役所　 調達契約課 宛

免 除

※本市発注工事と は調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、 担当課執行分を 除く 。

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（ 津市役所本庁舎７ 階） 　 Ｆ Ａ Ｘ  059－229－3333

令和6年12月13日

入 札 方 法

調達契約課・ 津市ホーム ページ 「 入札・ 契約」

ホーム ページにて回答

506112502

久居・一志・美杉

令和7年3月11日

久居

舗装

所在地要件

ま で

津北工事事務所

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

格 付 要 件

河芸・芸濃・美里・安濃

【 格付】

市内本店

建設業許可

【 ﾌ゙ ﾛｯｸ】

表層　９０７ｍ２

　 　 事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

令和６ 年度北道維補第２ 号

【 地区】

【 地区】



津市公告第１７６号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２９日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和６年１１月２５日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 津市戸木町字東出７０１０番ほか４筆 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市高茶屋小森町４０００番地２ 

  株式会社川﨑ハウジング中部支社 

支配人 小野 敬大 

 



津市公告第１７７号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２９日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和６年１１月２８日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 津市芸濃町椋本字東豊久野３０１３番１、３０１３番３ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市芸濃町椋本５０２２番地の４ 

  有限会社 丸藤建設 

代表取締役 増地 藤之 



津市公告第１７８号  

 津市農業振興地域整備計画を変更しましたので、農業振興地域の整備に関す

る法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１

２条第１項の規定により、次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 変更の内容 

  農地から農業用施設用地への変更 

２ 変更場所 

土 地 の 所 在 地 積 

(㎡)  

変更面積 

(㎡) 

用 途 区 分 

大 字 字 地 番 変更前 変更後 

雲出長常町 池ノ上 1635番 415 20.15 農地 
農業用 

施設用地 

 



津市公告第１７９号  

 津市農業振興地域整備計画を変更しましたので、農業振興地域の整備に関す

る法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１

２条第１項の規定により、次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 変更の内容 

  農地から農業用施設用地への変更 

２ 変更場所 

土 地 の 所 在 地 積 

(㎡)  

変更面積 

(㎡) 

用 途 区 分 

大 字 字 地 番 変更前 変更後 

芸濃町 

北神山 
下前興 2043番 2,067 1354.40 農地 

農業用 

施設用地 

 



津市公告第１８０号  

 津市農業振興地域整備計画を変更しましたので、農業振興地域の整備に関す

る法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１

２条第１項の規定により、次のとおり公告します。 

  令和６年１１月２９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 変更の内容 

  農地から農業用施設用地への変更 

２ 変更場所 

土 地 の 所 在 地 積 

(㎡)  

変更面積 

(㎡) 

用 途 区 分 

大 字 字 地 番 変更前 変更後 

河芸町 

赤部 
中六 719番 1,828 1,828 農地 

農業用 

施設用地 

 



津市上下水道事業告示第１５号 

 津市上下水道事業管理者の業務に係る収納取扱金融機関の指定について（平

成１８年津市水道局告示第２号）の一部を次のように改正し、令和７年１月１

日から施行する。 

  令和６年１１月２５日 

 

              津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己   

 

 表中「株式会社中京銀行」を「株式会社あいち銀行」に改める。 

 



  

津市監査委員告示第７号 

 令和６年９月１０日付けで郵送提出された住民監査請求書について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づく監査の結果

を、令和６年１１月５日付けで別紙のとおり請求人に通知したので、同項の規

定に基づき、公表する。 

  令和６年１１月２１日 

 

津市監査委員 小 津 直 久 

津市監査委員  安 藤 友 昭 

津市監査委員 安 井 広 伸 

津市監査委員 渡 邊 晃 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１ 請求の受理 

 １ 受理年月日 

   本件監査請求書は、令和６年９月１０日に受理した。 

 ２ 請求人の住所・氏名 

住所 津市 

氏名 大 原 敦 子 

請求人代理人 

長谷川 祐希 

 ３ 請求の概要 

本件監査請求書、事実を証する書面の内容から、本件監査請求の概要は、

次のとおりであると理解した。 

  ⑴ 主張の要旨（ほぼ原文のまま記載） 

 ア 労働安全衛生法の規定によれば、常時５０人以上の労働者を使用す 

  る事業所においては産業医を選任しなければならない。津市立久居中 

学校の教職員数は５０人以上であり、この規定は同校にも適用される。 

イ 今年７月２４日付けで「津市立久居中学校に関する文書」のうち 

「産業医に支払う人件費として用意された金額が示された文書」を情 

報公開請求したところ、「歳出予算内示書」が開示された。したがっ 

て、津市立久居中学校では、出勤記録こそ存在しないものの、産業医 

が選任されている。 

ウ 衛生委員会は法令上月１回以上開催し、議事録を適切に作成した上 

 で３年間保存しなければならないとされており、産業医の参加も必須 

である。しかし、今年４月１日から情報公開請求によって関係文書を 

入手した７月２４日までの期間において衛生委員会の議事録は７月１ 

９日開催分しかなく、産業医については出席していない。 

エ 産業医による職場巡視は月１回以上、衛生管理者による職場巡視は 

 週１回以上実施することが法令で義務付けられている。ただし、労働 

安全衛生規則第１５条の規定により、産業医が事業者から毎月１回以 

上、衛生管理者が行う職場巡視の結果を得て、かつ事業者の同意を得 

ているときは、産業医による職場巡視は少なくとも２か月に１回で良 

いとされている。しかし、今年７月１９日時点で職場巡視記録につい 

て情報公開請求を行った結果、開示されたのは昨年度の分のみであり、 

今年度については開示されなかった。これは少なくとも４～６月につ 



いて産業医も衛生管理者も職場巡視を行っていなかったことを意味す 

るため、職場巡視の実施回数は不適法であるといえる。 

オ 月に１回以上の職場巡視や衛生委員会への出席といった予防的措置 

 こそが産業医の中心的な役割であるが、それらが法定基準に従わず、 

全く行われていない。産業医が実際に行った業務内容は不明であるが、 

仮に各種書類への捺印や年１回の健康診断後の面接、長時間の時間外 

労働を行った教職員への面接の備えといった周辺的な雑務だけを行い、 

報酬もその分だけしか受け取っていなかったとしても、業務内容相応 

の報酬だから良いとはならない。そもそも中心的な役割を果たしてい 

なければ、その周辺の役割も生じ得ないものであるから、職務を全く 

行っていないのと同じである。したがって、報酬についても発生しな 

い。 

カ 津市の産業医の報酬は月額２０万円（４万円×５か所分）であり、 

 津市立久居中学校にかかる産業医の人件費はこのうちの１か所分であ 

る月額４万円であると考えられる。これはすなわち、津市立久居中学 

校長は産業医に対して初めから産業医としての役割を期待せず、本来 

産業医を派遣すべき回数について派遣要請をしなかったことを意味す 

る。これは名義貸しに対する謝礼として月額４万円を支払ってきたこ 

とを意味する。 

キ 津市立久居中学校に産業医が派遣される回数が法定基準に満たない 

 のは、津市立久居中学校長が教職員の健康等への配慮よりも産業医の 

設置という形式上の法令遵守をアピールすることを目的としたためだ 

と考えられる。形式上の法令遵守のアピールのために月額４万円の公 

    金が支出されていたとすれば、市の財産に損害を与えたということに 

なる。また、請求人は教職員組合「みえ教育ネットワーク教職員ユニ 

オン」の委員長として学校における教職員の労働環境改善を訴えてき 

ているが、請求人に限らず、このような取り扱いが学校現場で行われ 

ていることを知って、教育現場への信頼を失う市民はいるはずである。 

本件は公金の不当な支出と言わざるを得ない。なお、２０１１年度 

の大阪市の事例でも、産業医の職務が形骸化しているケースについて、 

報酬の自主返納等の措置が取られている。 

ク 以上のことから、津市立久居中学校長に対し、２０２４年度におけ 

 る津市立久居中学校の産業医に対する医務謝礼月額４万円に月数を乗 



じた金額を自ら市に弁済することや、産業医に謝礼の自主的な返還を 

求めることといった必要な措置をとることを請求する。 

第２ 監査の実施 

 １ 監査の対象事項 

   本件監査請求の監査の対象事項について、本件監査請求は、適法な監査

請求であるか否か、適法な監査請求であると認めたときは、当該適法な監

査請求に係る財務会計行為が違法若しくは不当な行為に当たるか否か、と

した。 

 ２ 監査の手続 

   本件監査請求の監査の手続については、次のとおり行った。 

   監査対象部局を総務部人事課及び教育委員会事務局学校教育部学校教育 

課とし、書面による事実確認を行うとともに、関係職員の陳述を聴取した。 

   なお、請求人代理人から陳述を希望しない旨の申出があったため、陳述 

の聴取は行っていない。 

第３ 監査の結果 

１ 確認した事実の概要 

   本件監査請求について、請求人が提出した事実を証する書面、監査対象 

部局から提供を受けた関係書類、令和６年９月２７日に関係職員から聴取

した陳述の内容により確認した事実の概要は次のとおりである。 

  ⑴ 中学校に係る産業医の選任について 

    津市職員安全衛生管理規程（平成１９年訓令第８号。以下「規程」と 

いう。）第１９条において、別表第１の左欄に掲げる箇所（各小学校、

各中学校、義務教育学校及び各幼稚園）ごとに労働安全衛生法第１３条

に規定する産業医を置き、医師のうちから、任命権者（教育委員会）が 

これを選任するとされているが、教育委員会においては、選任の手続は

なされておらず、市長が市長部局の産業医と併せて、各小学校、各中学

校、義務教育学校及び各幼稚園の産業医も選任していた。 

  ⑵ 学校安全衛生委員会について 

ア 委員の指名日 

     令和６年４月１日 

   イ 委員の指名期間 

     令和６年４月１日から令和８年３月３１日 

   ウ 委員会の構成（計１６名） 



    (ア ) 安全衛生管理者１名 

    (イ) 産業医１名 

    (ウ ) 安全管理者１名 

    (エ) 衛生管理者１名 

    (オ) 安全衛生推進者１名 

    (カ) 衛生推進者代表４名 

    (キ) 職員代表７名 

   エ 令和６年度開催について 

    (ア ) 開催回数及び開催日 

      １回（令和６年８月８日） 

    (イ ) 産業医の出席の有無 

      有り 

   ⑶ 産業医による職場巡視について 

     労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号。以下「省令」と 

いう。）第１５条の規定による産業医による職場巡視は実施されてい

なかった。 

⑵ 津市産業医業務委託契約について 

   ア 契約期間 

     令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

   イ 契約の相手方 

     〇〇〇〇（津市内医療機関の産業医の資格を有する医師） 

ウ 委託業務を実施する箇所及び契約金額 

    (ア ) 本庁等（税込み月額４万円） 

本庁舎及びメッセウイング・みえに設置される部等（選挙管理委 

員会事務局、農業委員会事務局、監査事務局及び議会事務局を含み、 

教育委員会事務局を除く。）並びに河芸庁舎（河芸教育事務所を除 

く。）、芸濃庁舎（芸濃教育事務所を除く。）、美里庁舎（美里教 

育事務所を除く。）、安濃庁舎（安濃教育事務所を除く。）、香良 

洲庁舎（香良洲教育事務所を除く。）、一志庁舎（一志教育事務所 

を除く。）、白山庁舎（一志事業所及び白山教育事務所を除く。）、 

美杉庁舎（美杉教育事務所を除く。）及び三重短期大学に設置され

る課等を一体としたもの 

    (イ ) 教育委員会事務局（各小学校、各中学校、義務教育学校及び各幼 



     稚園を除く。）（税込み月額４万円） 

    (ウ ) 各小学校、各中学校、義務教育学校及び各幼稚園（税込み月額４ 

万円） 

   エ 委託業務の内容 

    (ア ) 健康相談の開催及び長時間勤務職員並びに心理的な負担の程度を 

     把握するための検査において高ストレス判定を受けた職員に対する 

     面接指導の津市応急クリニックでの週１回の実施 

    (イ ) 心理的な負担の程度を把握するための検査等に関すること 

    (ウ ) 作業環境の維持管理に関すること 

    (エ) 作業の管理に関すること 

    (オ) 前各号に掲げるもののほか、職員の健康管理に関すること 

    (カ) 健康教育、健康相談その他職員の健康の保持増進を図るための措 

     置に関すること 

    (キ) 衛生教育に関すること 

    (ク) 職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置 

    (ケ) 前各号に掲げる事項について、必要に応じて任命権者又は安全衛 

     生管理者に対して勧告し、又は衛生管理者に対して指導し、若しく 

     は助言すること 

    (コ) 安全衛生委員会への出席 

    (サ) 職場を定期的に巡視し、作業又は衛生状態に有害なおそれがある 

     ときは、直ちに、職員の健康障害を防止するため必要な措置を講ず 

     ること 

    (シ) 定期健康診断の結果に対する事後措置 

    (ス) 休職者に対する職場復帰支援 

  ⑶ 委託料の支出について 

   ア 令和６年４月分 

    (ア ) 支出負担行為日及び支出負担行為金額 

令和６年４月１日（１２万円×１２か月＝１４４万円） 

    (イ ) 支出命令日及び支出命令額 

令和６年５月２日（１２万円） 

    (ウ ) 検査年月日及び検査者 

      令和６年４月３０日（人事課長） 

   イ 令和６年５月分 



    (ア) 支出命令日及び支出命令額 

令和６年６月４日（１２万円） 

    (イ ) 検査年月日及び検査者 

      令和６年５月３１日（人事課長） 

   ウ 令和６年６月分 

(ア) 支出命令日及び支出命令額 

令和６年７月１日（１２万円） 

    (イ ) 検査年月日及び検査者 

      令和６年７月１日（人事課長） 

 ２ 本件監査請求の適法性に係る判断 

    請求人は、津市立久居中学校の産業医が、令和６年４月から６月まで 

の間、省令第１５条の規定による職場巡視を行っていない上、同年７月 

１９日に開催された衛生委員会にも出席していないのに、市が月額４万 

円の報酬を支払っていることは、不当な公金の支出であると主張してい 

る。これは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条の住民 

監査請求の対象とする財務会計行為のうち、不当な公金の支出と解され 

ることから、適法な請求であると判断した。 

 ３ 適法な監査請求に係る判断 

    請求人は、久居中学校の産業医が、令和６年４月から６月までの間、 

月１回以上の職場巡視や学校安全衛生委員会への出席などの法定基準を 

満たしていないのに、産業医に対し、月額の委託料を支出するのは不当 

な公金の支出であると主張している。 

 しかしながら、委託料は、地方公共団体がその権限に属する事務、事 

業等を直接実施せず、他の機関又は特定の者に委託して行わせる場合に 

その反対給付として支払われる経費であり、住民監査請求の対象とする 

財務会計行為としての不当な公金の支出に当たるか否かの判断は、労働 

安全衛生法その他関係法令の規定とは別個に、久居中学校の産業医が、 

市の委託した業務を履行しているか否かを検討すれば足りる。 

 津市産業医業務の仕様書によると、委託業務を実施する箇所は、本庁 

舎等、教育員会事務局、各小中学校、義務教育学校及び各幼稚園と広範 

囲なものとなっており、委託業務の内容についても、上記の１確認した 

事実の概要、エ委託業務の内容における (ア )から(ス)までと多岐に渡ってお 

り、１年間を通じた包括的なものとされている。 



委託業務を実施する３箇所について、それぞれ月額４万円の委託料を 

支払う契約にはなっているものの、業務の性質からすると、毎月の業務 

履行の対価としての委託料というよりは、１年間の包括的な業務履行に 

対する月額報酬とみなせるものであり、請求人が主張する令和６年４月 

から６月までの間、久居中学校の職場巡視を行っていないこと、職場安 

全衛生会議に出席していないことだけをもって、各小中学校、義務教育 

学校及び各幼稚園全体に対する月額４万円の委託料を支出することが、 

違法・不当な公金の支出であるとは言えない。 

また、委託料の支出に係る支出負担行為、支出命令についても、津市 

会計規則に基づき適正に行われており、何ら違法・不当な点は認められ 

ない。 

    請求人が主張するとおり、久居中学校への月１回以上の職場巡視は行 

われておらず、産業医の職務としては一部省令どおり行われていないも 

のの、月額報酬の性質を有する委託料の支出自体に違法・不当な点は認 

められないことから、請求人の主張には理由がないものと判断する。 

 

第４ 意見 

   学校産業医への月額４万円の委託料の支出については、不当・違法な点 

は認められなかったが、近年、学校現場においては、教職員の働く環境は 

厳しさを増しており、職場における教職員の安全と健康を確保することは、 

これまで以上に地方自治体に課されている責務である。 

 労働安全衛生法その他関係法令上の産業医の職務と規程上の産業医の役 

割を組織として十分に整理し、教職員が安心して健康に働ける職場環境の 

整備に尽力されたい。 

以上 

 


